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地方環壊税の検討に向iすた基本的考え方� E 

O 唄緊の課題である地球濁諜化対策を進めるために、地場iこおいて主体的な

取組を進め地球環境に賞献することが必要。

地方税において、自勢車や燃料!こ対して、環壌への負荷に誌じた謀説を

行い、� C02の排出の静観に寄与。

税収を活用して京蔀議定書留標達成計翻!こ定めちれた地方公共間鉢の具

体的取組を一溜充実。� 

O 全霞知事会や環境脅からの具体的な提言も参帯にし

て幅i去い観点から検討� 

O 自動車税(地方税〉と自動車重量税(臨税)を基礎に、� 
C02排出割減に資する新しいf環境自動車税Jを地

方税として議設� 

O 全ての住石燃料iこ対する謀説を検討する場合には、

地方公共閉体の税漂を確保する仕組みが不可欠



地方公共屈体の地球温暖色対震について(未定稿〉� 

O 京都議定番闘機瀧成計画(平成20年3月初日食部改定・閣議決定)においては、地方公共団体は、地域の闘然

的社会的条件に応じた先駆的で翻意工夫を灘らした対策へ取り組むことが求められている。� 

O 地方公共鴎体会議すで1 ~1s 5，058憶円(都議府県 :7 ，852憶丹、市町村 :7 ，207憾円) 0 	
(f~宮内)

-ì'旨 I~ス毒事のサービス・寺討j便性向上を透じた公共交逸機綴()) 

~J用促進

722，I 43.645	都市公閥、街輔の緑化や官公庁の屋上等の枇1-C02療のj…総J"'~エネ 
i二関する対策・施策

-地中熱費利用した微震施設の設置 

E 共同;替の幾備

非エネルギ…起源のC02
に関する対策・施策

副主主ごみ処現機購入費用の助成� 
-家庭用廃食3闘の資草原化の促進 18I 796 

メタン、一激化ニ翠素
i二機する対主皮膚施策

-焼却灰処現fヱコセメントJ化の推進〈焼却灰の有効利用}� 
圃環境にや容しい験象者(エコファーマー}の混定 276I 335 

代事費::;n:lン寄事
に事毒するまさ策・施策� 

-代替製品の務主義 1I 8 

3箆懇効祭主fス級J(支線� 
対策*終祭

a書事務本本(})僚会や事事前公盤施設の整鑓� 
-森称病客室鼠〈総くい虫〉の務徐 3，409I 1，121 

横断的施策 ...i.温暖化対策地繊維進計閣の策定

その他の温暖化対策
胸地球温暖化対策アドバイザーの派遣� 
-:r.コサインガイドラインの策定 502 224 

会 童十� 7，852 7，207 

※都道重府県&.び市町村のf地球濁緩化対策JIこ係る平成20年度予算額を読まま。

マ	 -・・潟きま!こ当たっては、京都議定書盤お綴主義高覚書十話題(lp:1lt� 年3月28白全部改定*翻議決定)jJ20 l]緩!こ総裁されたf地方公共闘体がE翼線するこl::が翼運
草寺される施策鈎j等を号表した上で11，11撃窃 2 



欽耕iこおけるC02課税ベースお臨動車罷怪諸税	 i未定機� 

i|イギリスの自動車税

対象車の� C02排出景� (g/kml 税額(定額) ※例年!こ嚇入� 

10旬以下 課税なし� 

100g怨，-120g以下� 35ポンド� 
おお12.0g怒-14旬以下 12.0ポンド� 

140草案章一15旬以下 一� 125ポンド� 

150g超-1吾5gJ以下� 15令"ンド� 
165g経-185g以下� 175ポンド� 

185g緩-225g以下 一� 215ポンド� 

¥ 225百趨� 405ポンド� 

フランスの社用自動車税� ※企業が所有する闘動車が対象]j
対象寧の� C02排出量� (g/k冊} 税額� ※06若手!こ導入¥ 

拘働1∞z以下 C02排出量� X2ユ…!:j� 

100喜怒-120g以下� C02撲出量� X4ユ-!:j� 

12吾輩怒-140g以下� C02務出量� X5ユーロ� 

140g菱重-160g.以下� oozt葬Ifl量� X10ニL一羽� 

160g重量-200g以下� 002主露出量� X15ユーロ� 

2∞窟鎚-250g以下� C02排出量� x17ユ…悶� 

〈同〉� 
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250高級 }一 C02排出量� X19ユー口¥ o 
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ドイツの自動車税� lw∞∞寧の場合� 

晴子対象君事(1)	C02綾出量� (g/km) 意義重義� 総量得i


120g以下 一� 34ユーロ


120g麹	 120+出� gを鍛える� 19毎に� 

2よL…口上乗せ� 
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o 50 100 150 200 250 g-C02/krγ，，¥ 、号で重量算125Fニエー沼田1号、F 139F;tl'ン)1{主主 謂� 



環境富動車税〈地方税)の麓設� i 

民主党Mmlhto l~f-------， リ 欧州の動向� 

10r将来的には、(銘〉自動車襲護説Ict O 既に� 17カ躍において、自動車税又は自

自毒草離と酬剛容詑J 動車畿録翠の課税標準等!こco哀を導ス

orC02等排品蚤について、� 2020年 《代表的な導入閣》

までに� 25%減(1990年比)J イギリス、フランス、ドイツ、スウ:I:ーデン、デンマーク等

※ヨーロッパ闘動車工業会資料による

l検討の方向性� i 
自動車の保有謀殺を肱本的に改組目或23年度を鴎に

[現在) 螺境邑勤車税〈地方税)のイメージ

自動車税制扇汁|排気品)1誠司五1 環境損傷負担金約性格� I 

(MeJ'!.l排出量を勘課した税率〉 I{1.6兆円(21年度地財ペース)) 

i自動車議量税叩担JI輔謹iこ応じた謀説� | 財産税的性棒
(本買IJ分0.4兆円、暫定上乗せ分0.5兆円(21年度予算ペース)) (財牒的酒量を勘案した税率)

注} 課税標準、税喜久徴収方法など箭u度の鈴絡は今後有識者を交え検討。
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環境関連税制に関する地方3団体からの要望等

。地球濃礎化対葉をiまじめとする環境強策の推進iこおいては、地方団体も大きな設割を担つ
ていること、環境への負荷低減を政策目棋とするうえでは、負荷が発生する消費段階での甥
税が望ましいことなどから、軽油や揮発油といった化石撚料に対して、蹴紫合有量等に応じ
て課税する新しい地方桂� r地方環境税(仮称)J杢創設すべきである。この場合、� f地方環

境税〈鍍斡)J Iま都道暗黙税とし、市町村にま守しては説交村愈を交付することが考えられる。

組時釘平成時間前税;;融制調謀長i時点政納得~tp:月 j(制 

O 環壇調i議税制の導入!こ当たって辻、理境臆策において地方駒治体の果たしている役害i及び
財致負強を十分基言葉し、地方程としての導入、語種~支入の一部を地方患遺体の欝i震とする等
遥窃な掻撃を講じること。� 

O 環境税等を導入する場合i立、環境捷築において前村が果たしている設寄j及び財政負担を十
分勘案し、特!こ、二重量化成紫敬i援護として最も議要な機能を有する森林の整備‘様全等を推
進するための市町村に対する新たな税財漉蜘i援を創設すること。� 
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地球選暖化対策に係る童と地方の基本的役鶴

京都議定書割標連成計画(平成20年3.F.128日倉部改定量雷議決定〉で定められている固と地方公共

語体の基本的役割iま次のとおり。 

f謹jの基本的役割 

く地球温暖化対策の総合的推進> 

O 殺が闇ぬま践報過畷化対棄の全体枠組みの形成と 

地球温暖色対策の総合的爽施 

O 閣の各機舗は、全体枠組み!こ沿って十分な漣携を

露仏臨主的手法、規制約手法、経済的手法、情報

的手法、環境影響評価、社会資本の盤情等の措鷺

の活掃を愈む多様な政策手段を動員して、対策を

撒瀧

r地方公共団体jの基本的役割

Iく地域の特性に応じた対策の英雄〉 

10地方公共間体の区壌の自然的社会的条件!こ蕗む

て、灘議効果ガスの排出の削減等のための総合的

かつ計画的な鶏策費策定し、実施 

O 計龍本文に掲げられている異体的な取組

鎗低能素霊のまちづくり

事公共交通機欝や自転車の剰用促進

-パイオマスヱネルギ一等の務エネルギ一等の導入

.地域在民に身近なごみ問題への取組

-太鴎光、脱力等の事i患の促進

軍部市における緯地の保全及び緑化の議選

随療楽物等の発生の抑制の罷進' 等 

7 



自動車税と自動車叢量殺の比較� i 

項� EI 

1 1金 絡

2総務義務者

3課税方 まt

4税率 区分

乗用車の議会� 

5 税 収� 

{平成21年度地財� 
言十喜怒・� 7事事ペース}� 

自 動 車 税 {都道府県税〉

財産税、道路幾傷負担金約稔総

闘動車の所有者

普逃徴収〔毎年度� 1(毒荷主義差是録時は蕊級事量級}

→� 4月� 1 13:5繁華Eの所有者が� 1年分を納税

自動車震の幾重IJ.総排気議・霊長大積載量・乗E革ま震災毒事による

7，500河-111.000丹 ←総排気量による� 

〆E

膏自家用� .1ぎ霊長湾の比較

服用�  (2 ∞� 000) : 39，500円》
約� 1/4

、ー 営君臨用� (2，∞� 000): 9，500円� 

1 6，470官意向� 

ー、

~ 

自動家意量税 〈顎 税)� 

事態狗創設税約性格� 

自動箪の後燦著者{自動車検資総の交付等を受ける者)� 

鴎動車尊重量税印紙納付〔車検時� 1(議終検査時等lま議念寺島付}� 

吋潟動車検査震の有効期随分を絞殺

器提i盟事事:siJi事・車菱自動車検登協会が納付確認・税綴喜翠まをを行う� 

自動車の種主IJ.縁関(総)重量による(※}

2，800R/0. 5t・1年~喜，� 300円/0.5t.1華字ぃ1Ii荷重量による

-陸軍~Jfl・ 2霊薬局の比較

開:6，300R/0. 5t.1う
約� 1/2

言語業用:2，800符� /0.5t'1年� 

9，690;:窓円[…460億円} 箇

-1/3(3，230億汚)市町村

※総動車重量譲与税

し

4毒事30立、'Jl草案l※自動車事量産緩貌の税率� 月30Bまでの聖書� 2主税率。本綴宅建毒事!誌、車種F罪事の場合2，500P3/な 5t・1年。� 
※ n事E尊重量重量� J .!:I立、運行iこ必3警な遺産備{燃料� a冷却水害事}をした状態におけるE量動車の重量量として懲動車検査箆!こ波書告された重量@� 

※ n事濁総重量Jと!ふ主車両重量量、媛大喜菱総量及び55kglこま韓議定員を乗じて努t:獲量置の総和として� 5量動車事検査uiIlこ言君事まされる獲量。� 

s 



軽油引取税の概要� t 
項 13 内

廿同司咽� 

1.課税主体 都議室府然� 

2.課税客体 先発象者又は特約業者からの軽油の引取りで‘幾百産車重油の現実の納入を伴うもの� 

3.納税義務者� :ït;1JM監者又は特約業者から現実の納入~伴う絞J閣の習!取りを行う者 

4.課税標準� j事費 織の数量

5.税率� 
一目誌の税率� 

1リットlvlこっき� 32.1 1':1 (H30. 3. 3nま-':0本郷は� 15. OF宅}� 

6.交付金
緩ま主要結後包銭する書華道府察iま、軽減警i取を莞の絞i銃器)90きも言昔、その都道芸警察及び指定権がそれぞれ繁緩ずる一級
ま襲君愛及び総遂罪守録遺産の盃穣等iこ遺毒づいてあん分し‘争議後望書iこ交付� 

7.綬i奴 事.� 1 8器号車符{平成� 20年度決算克込銭}

8.沿葱

昭和例年創設〈昭和32年‘� 34年、� 36年、� 39年¥::税導監事iよiず)� 

陥和51通事特例税率〈いわゆる暫定税率)を導入{級事担例年、平成5年iこ税率引上げ)

平成立1年道路特定財源の一般財源化に伴い、図的税から普通税に改め、使途制限を廃止

。引取課税(法第 144条の 2~官 1 鴻)

特約業者又は元売業者からの綬j闘の替|取りで、主語該軽油の現実の納入を伴うもの

終損i徴収書庫務者

糸繁華晃憲章鴻 諜締法 事鹿署翼線望書司書 課税草寺軽i窓〔22主主〕

ぺ持者)玉Z 続発� 務穏当分のat

代金

弘 

v

曲線都道 県

: ご 軽j自の流れ:

;ご 税の流れ;�  
9 



日本と諸外閣の軽油価格・税負担額の比較(2009年8月_)� Imm  

(円/立)

126丹� 126刊

匝量� 
10ヰp1� 

100 

税負担額� 

50 

O 

イギリス ドイツ イ告リア フランス 事章E語 スペイン カナダ アメリカ

藤 田盟曜日夜�  I ~コ醐瞳
(滋，1)菜、絵、伊、仏、否、鋼、米iま2∞9年畠j宅時点� IEA1講ベ。宗本iま2∞9年8月31目、宿泊情報セン世一翻ベ。事車f裂は目白09年S月第4遇、韓国石油公社翻ベ。
{主主2) 8:<撃の税負鐙援に i主義麹習 i取務、苦言語主主j"~雑粉、波書量殺が霊n，れる。
{紛欄換算レーは、  1 t:J!-=約書柄、� 1肘 ダドJ!-出制祇�  1ポンt:=約157向‘� 1ユー悶間約出向、� 100村 山 綱 同 �  (2009年明の為替レートの刊紙帥叩島町ペ0 



笠盟主盟笠盟世笠型空壁笠盟主盟翌立とj 

2 自動車関係税制の毘直しに際しての地方への罷麗� 

(2) r地方環境税(仮称)Jの創設

暫定税率を撰止する場合!こは、地方ではこれに替わる新たな財滅が必要であり、また、地球� 

j畠嬢化防止に積掛的に数り組む上で、� C02の接出を抑市iする税制の導入に1;;1:合理性がある。

このため、地球温藤生対策をiまじめとする環境施策の推進においては、地方毘体も大きな投

書IJを掘っていること、環境への縄詩器減を致築目標とするうえでは、負摘が発生する消費段踏

での課税が望ましいこと立どから、軽油や捧発油といった化石燃料iこ対して、長葉合有量等に

応じて課税する新しい地方税f地方環壌貌{仮称)Jを翻設すべきである。この場合、「地方環境

税{復啓)Jは都道蔚県税とし、市町村に対しては韓交付金を交付することが考えられる。� 

11 




地主環境説〈儀称〉の昏子〈議案〉� 
i金制斡糊榊IJJ喰融資料より作成|

議 関

1.課税主体

2.線税容体

3.納税義務者

ふ課税標準

5.税務� 

肉、 容� 

都道府県

※温暖化効主義ガスの削減のインセンティヅとするためには、深草草食衡が発生する消費段階での線税が効果的� 

:rc売業者又は特約業脅からの揮発油:&び軽油の引取りで、滋談揮発油及び軽油の納入安伴うもの

※嚇欄化 対鰍jの議論とあわせ地方税として電気・ガス税槻山、た経緯も踏抗、糊容体の拡大を検討|� 

完売業者又は締約業者から現実の紛入を伴う揮発ial及び軽減のきi取りを行なう者

揮発泌及び経j織の数量� (r5誇費{販売り叢〉

. 13 1軽溶1擦発滅"* こ応じた税率とすることが噴きえられるJI炭素驚F揮発油需撃に倉家れる� 

税収焼撲を約� 8，1∞億円どした場合司揮発油�  9‘3向/立、軽油� 10‘5内/息

揮発納税十地方揮発泊税(関税)� I 寝泊引取税(地方税)� 
l 現行税務� 53. 8円/Q 32.1問/1/.

28.7円/畠� 15.0内/島
25. 1円/畠� 17. 1円/阜

うち暫本則楚税寝率芸事� 
うち� 

38.0p:j/草 25鍵� 5p:j/立*灘税率や地方濠境税� 

(1)瞥滋税とする� 

(2)潟動E尊重量譲与税等の積諸税運転分iま‘都道府猿から市町村へ� F税交付金Jを交付する� 

(3)その他の課題


-現授の軽油等の免税制度の取扱い
 

e施行期思等 


6. その他� 

， 
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